
Ⅰ.流　動　資　産 1,153,180,711 Ⅰ.流　動　負　債 1,134,052,414

現 金 及 び 預 金 53,279,740 一 年 以 内 リ ー ス 債 務 3,890,516

売 掛 金 184,542,905 未 払 金 192,517,338

リ ー ス 投 資 資 産 17,365,695 未 払 法 人 税 等 95,009,200

貯 蔵 品 7,790,907 未 払 費 用 8,656,496

前 払 費 用 1,706,812 前 受 金 246,748,780

短 期 貸 付 金 310,437,542 預 り 金 9,303,938

一年以内回収差入保証金 555,406,544 一年以内返還預り保証金 555,639,896

繰 延 税 金 資 産 25,127,059 賞 与 引 当 金 22,189,734

そ の 他 流 動 資 産 2,428,057 そ の 他 流 動 負 債 96,516

貸 倒 引 当 金 ▲ 4,904,550

Ⅱ.固　定　資　産 5,572,528,095 Ⅱ.固　定　負　債 4,148,445,967

有 形 固 定 資 産 350,690,695 リ ー ス 債 務 14,421,229

構 築 物 13,499,972 預 り 保 証 金 4,084,610,038

建 物 付 属 設 備 296,295,463 退 職 給 付 引 当 金 49,414,700

備 品 40,895,260

5,282,498,381

無 形 固 定 資 産 33,426,757

電 話 加 入 権 9,397,227 Ⅰ.株　主　資　本 1,443,210,425

ソ フ ト ウ エ ア 24,029,530 1　資本金 100,000,000

2　利益剰余金 1,343,210,425

投資その他の資産 5,188,410,643 （1）利益準備金 18,500,000

投 資 有 価 証 券 2 （2）その他利益剰余金 1,324,710,425

長 期 貸 付 金 1,100,000,000 　繰越利益剰余金 1,324,710,425

長 期 未 収 入 金 9,328,866 当期純利益 154,485,401

差 入 保 証 金 4,081,105,351 前期繰越利益 1,170,225,024

繰 延 税 金 資 産 33,374,890

そ の 他 投 資 17,600

貸 倒 引 当 金 ▲ 35,416,066

1,443,210,425

6,725,708,806 6,725,708,806資 産 合 計 負債･純資産合計

貸 借 対 照 表（平成22年3月31日現在）
              ［単位：円］

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 合 計

負 債 合 計

純 資 産 の 部



     1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　　(1) 重要な会計方針

　　　　①　　資産の評価基準及び評価方法

　　　　　ⅰ　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　その他有価証券

　　　　　　　　　　　時価のないもの・・・・個別法による原価法

　　　　　ⅱ　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　貯蔵品・・・・個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

　　　　　　　　　　　　　　　低下に基づく簿価切下げの方法）

　　　　②　　固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　　有形固定資産(リース資産を除く)・・・・定率法

　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物

　　　　　　　　　　　　　　　　　付属設備を除く)については、定額法

　　　　　　　　無形固定資産(リース資産を除く)・・・・定額法

　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　　　　　・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　　　　③　　引当金の計上基準

　　　　　　　　貸倒引当金・・・・・売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため一般債権

　　　　　　　　　　　　　　　　　　については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　見込額を計上しております。

　　　　　　　　退職給付引当金・・・従業員の退職給付の支出に備えるため、期末自己都合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　要支給額の１００％を計上しています。

　　　　　　　　賞与引当金・・・・・従業員の賞与支給に備えるため、支給対象期間基準に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　より見積り計上しております。

　　　　④　　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　　　ⅰ　消費税等の会計処理方法

　　　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方法によっております。

     2. 株主資本等変動計算書に関する注記

　　　(1) 発行済株式の種類及び総数

　　　　　普通株式　　2,000株

　　　(2) 配当に関する事項

　　　　①配当金支払額

　　　　　　平成21年6月29日の定時株主総会の議案として、平成21年3月31日を基準日

　　　　　として、次のとおり決議しております。

　　　　　・普通株式の配当に関する事項

　　　　      ⅰ配当金の総額　　　30,000,000円

　　　　      ⅱ1株当たりの配当額　　 15,000円

　　　     　 ⅲ効力発生日　　 平成21年6月29日

個　別 注 記 表



　　　　②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度と　　

　　　　　なるもの。　　

　　　　　　平成22年6月30日の定時株主総会の議案として、平成22年3月31日を基準日

　　　　　として、次のとおり提案しております。　

　　　　　　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

　　　　      ⅰ配当金の総額　　　31,000,000円

　　　　      ⅱ1株当たりの配当額　　 15,500円

　　　     　 ⅲ効力発生日　　 平成22年6月30日
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